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2Ap-3　　　環境問題に関する女子大学生の意識
　　　　　　野村宏次
　　　　　　（ノートルダム清心女大）

　目的：環境問題への取り組み課題として、政策や技術的対応に加えて教育啓蒙活動があ

げられる。とりわけ、これからの環境問題のキーを握るといっても過言ではない主婦や幼

少の子供たちへの教育啓蒙は重要であり、近い将来に主婦となり母親となる女子大学生へ
の環境教育の意義は大きい。本検討は、女子大学における教育活動を通して、今後の具体

的で有効な環境教育の方法を探索することを目的とするものである。

　方法：環境問題に関する授業、例えば大気汚染や住環境、ごみ処理やリサイクル等につ
いての講義、演習、ゼミ活動における学生の提出レポート、試験の答案、質疑応答などに

よる意見採取を基に、女子大学生の環境問題に対する意識の分析を行なった。
　結果：学生の関心度が高い環境問題の種類と関心度の高い理由、また、これからどのよ

うなことを学んでいきたい希望をもっているか等の意識を分析した結果、女子大学におけ
る環境教育のあり方について以下のような知見が得られた。①まず、例えば「家庭ででき

るＣ０２抑制の具体的な方法」のような、女性にとりわけ身近な問題であることが認識で
きる題材からの導入が基本である。②また、大学における教育内容のレベルについては、
高校までに学んできた内容から一気にあまり専門的になるのは避けるべきである。③同時

に、これまですでに得ている表面的な知識にとどまらず、これに加えて「なぜこのような
ことが起こるのか」といった原因の究明、理解や「では自分たちは何をすればいいのか」

　「自分たちに何ができるのか」といった対応策まで一歩踏み込んだものであることも要求

される。
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住宅に関わる地球環境について生活者の意識をアンケート調査により明らかにした。地球

環境問題に関して住宅業界としては，住宅の寿命を現在の約3倍である100年にすることも
提案しており，本報ではそれらに対する生活者の意識についても報告する。

　方　法　住宅とそれをとりまく環境問題に対する生活者の意識分析を目的に，京都会議
後ほぼ1年の1998年11月にアンケート調査を行い,133(男77:女55:無回答1)名の回答を得た。

　結　果　環境問題に対する関心を聞いたところ，｢大いに関心がある｣人が23%,｢ある程
度関心がある｣人が62%,｢あまり関心がない｣人が15%となった。関心度別に分析したところ，

関心が高い人ほど環境保全に対する経済的負担にも協力的で，保全のために積極的な行動

をとる傾向がある｡100年住宅に関して日本の住宅の寿命を尋ねたところ, 30～40年を選ん
だ人が33%と一番多く，回答者の88％が20～60年を選択した。さらに100年住宅が中古で販
売される場合築何年までなら購入するかについては，全体の70%が20年までを回答し,平均

21.3年となった。生活者の中古住宅に対するイメージは，外観や内装が汚いことや耐久性
に対する不安が強い。これらはリフォームなどによって解消できる部分もあるが, 3位の

｢前に住んでいた人が気になる｣についてはイメージ的な嫌悪感であり，古い家を使うこと
に対する抵抗感の表れである。上述の平均購入限度21.3年と考え合わせると，中古住宅に

対する意識変革が求められる。ただし，相続という形であれば中古住宅に関して前向きな
意見もみられ，住宅を長く使う ことの可能性を探れることがわかった。
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